
＊バーチャルリアリティー
あたかも自分がその場所で
行動しているかのような感
覚を、映像や音声、物理的
な道具を使って、体験する
こと

＊INS構想
Information Network Sys-
temの略。すべての電気通
信ネットワークのデジタル
化が、将来の高度情報社会
における電気通信網の根幹
をなすものとして提唱した
構想

＊ブロードバンド
一般的には500kbps以上
の情報通信能力
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＊ユビキタス
ubiquitousとは、欧米で
「（神は）どこにでも遍在す
る」といった意味で用いら
れている言葉。同時にいた
るところに存在する性質を
表す

＊FOMA
次世代型の携帯電話。
2001年度東京と横浜で試
験運用が始まった

＊電子化
メディアを介さずデータ
を利用すること

IT革命とは何か？

コンピュータやネットワーク技術の発達によっ

て、日本でもインターネットが爆発的に普及し、

本格的なIT革命の時代がやってきました。IT革命

によって、これまで手間のかかる作業であった情

報の収集や、マスコミに限られていた情報の提供

が、誰でも簡単にできるようになってきました。

IT革命による情報流通量の増大は、生活の質も

変化させます。たとえばバーチャルリアリティー*。

これは一般に「仮想現実」と訳され、コンピュータ

が作った現実そっくりの世界のことを指します。

パソコンのゲームを考えてみると、ある一定の時

間バーチャルリアリティーの世界を体験して、ま

た現実（リアル）の世界に戻ってくる、つまりバー

チャルとリアルの世界を行き来できます。しかし

IT革命が実現する世界では、バーチャルな世界が

リアルな世界に近づき、次第にその境界がわから

なくなります（図1）。テレビ電話を使って、遠く

にいる人がまるで目の前にいるように会話をした

り、会議をしたり、バーチャルな空間にあるショ

ップに立ち寄って、服を選んで試着したり、店員

に注文を付けたり値切ったりすることがIT革命で

可能になります。

そのほか、家電製品にITを活用することも考え

られます。帰宅途中買い物に行く前に、携帯電話

で冷蔵庫の中身を調べたり、家の外からビデオの

録画をスタートさせたり、これまで縮めることの

できなかった距離を意識しないですむ、便利な生

活が始まろうとしています。

ITへの取り組み

NTTグループは民営化を控えた1979年、INS

構想*を公表し、多様な情報をすべてデジタル化

し、ネットワークで交換する技術の開発に取り組

んできました。そして1994年以来は「電話からマ

ルチメディアへの転換」を提唱し、インターネッ

トの普及やネットワークのブロードバンド*化を推
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IT革命が、環境保全に
役立つのではないかと考えます
http://www.ntt.co.jp/kankyo/2001report/1/111.html

情報流通に関わるNTTグループにとって、IT革命と環境保全との関係は重要な意味をもっています。

IT革命は私たちの生活を、いろいろな面でこれまで以上に便利で快適なものにしてくれます。そして

ITがもたらす恩恵は、環境保全にも大いにプラスに働くものと考えられます。IT革命が現実のもの

となったときに、私たちの生活にどのような変化が起き、環境に対してどのようなプラスの

効果が考えられるのでしょう。

図１　情報流通変遷のイメージ
表1 アクセス網の光化『インフォメーションNTT
1999』より

特集｜NTTグループは、サービスと技術で環境問題に貢献します



し進めてきました。

NTTでは、このような状況にある21世紀初頭に

取り組む問題として、情報流通サービスの目標を2

つ掲げています。1つは光ネットワークと大容量メ

モリーを活かして「なんでも」「いつでも」を実現す

る「光ソフトサービス」。もう1つは、ワイヤレス技

術を活かして「どこでも」を実現する「ユビキタス*

サービス」です。

「光サービス」では、2010年を目安に、ほぼ全世

帯で光網が利用できるよう整備することを目標に

しています（表1）。

しかし、このような状況をNTTグループが単独

で作り上げることは不可能です。魅力的なサービ

スが増えればお客さまが増え、お客さまが増えれ

ばさらにサービスが増える。このようなサイクル

を構築することができれば、新しいビジネスチャ

ンスが広がり、そのフィードバックで光網の整備

にも拍車がかかります（図2）。

携帯電話は、2001年度より試験運用の始まった

FOMA*、そしてさらに高速通信の可能な次々世

代携帯電話の開発を進めています。通信速度が上

がれば音声や動画を扱えるようになり、移動しな

がら配信された音楽を聴いたり、ライブの中継を

見たりすることが可能になります。

IT革命が環境に与える影響

このようにIT革命は、これまで想像だけの世界

だった未来像の一部を実現する可能性を秘めてい

ます。しかしそれだけではありません。ITによる

情報流通の進歩は、私たちが消費するエネルギー

の量を減らして、環境に対する負荷を少なくする

可能性も秘めているのです。なぜかというと、IT

には3つの大きな効果があるからです。それは、

・人や物が不必要に移動しなくてすむ（図3）。

・空間を効率的に利用できる（図4）。

・物を電子化＊して利用できる（図5）。

の3つの効果です。

たとえば、通信技術が発達する以前には、遠方

にいる人と話をするには、その人がいる場所に直

接出かけていく必要がありました。しかし電話の

発明によって、わざわざ移動する時間とエネルギ

ーが節約できるようになりました。さらに技術が

7

図２　光ソフトのサービスカテゴリー

図3 人や物が不必要に移動しなくてすむ

図4 空間を効率的に利用できる

図5 物を電子化して利用できる
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はアメリカにおいて、社会全体のエネルギー消費

量を削減させた可能性があります。

このアメリカで起こったIT革命とエネルギー消

費削減のような関係が日本でも起こるのかどう

か、もう少し詳しく見てみます。

IT革命と地球の温暖化

アメリカの環境関係のシンクタンクに「エネル

ギー・地球気候変動解決センター(CECS)*」という

団体があります。このCECSが1999年12月に、『イ

ンターネット経済と地球温暖化』というレポート

を発表しました。

CECSでは、建設施設・製造生産・輸送の３部

門について分析を行い、エネルギーを節約し環境

上の利益を最大にするためには、エネルギー節

約・環境保全型電子商取引を活用することだ、と

提案しています。これが、ITがエネルギー節約と

環境保全へ貢献する、あるいは地球環境問題へ貢

献するための手段と考えられます。

そこでこのレポートを参考にして、2010年の

日本におけるエネルギー消費がどのようになるか

考えてみたいと思います。

まずは、ITによって具体的にどのようにエネル

ギー消費が削減されるのか、ざっとそのイメージ

をつかんでください（図7）。ここで取り上げるの

は、次に挙げる7つの分野です。

①個人向け電子商取引

②法人向け電子商取引

③物資の電子情報化

④生産流通の管理

⑤テレワーク、遠隔会議、遠隔管理

⑥リサイクルにおける情報通信技術の活用

⑦高度道路交通システム（ITS）

①で挙げられている電子商取引は、インターネ

ットを利用して、消費者と法人を結んで取引を行

うことです。インターネットを利用することによ

って卸、小売店が必要なくなり、その間の商品の

物流、また返品の物流が削減できます。また注文

生産に近いかたちになり、不必要な生産も抑制さ

れます（図8）。電子商取引によって新たに個別配送

や倉庫運営のために必要なエネルギーが生まれま

すが、全体のエネルギーを考えると、かなりの消

費削減が期待されます。具体的な数値を入れて試

算すると、2010年におけるエネルギー削減は

98.60PJで、これは全エネルギーの0.6％になり

ます。
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図6 日米のエネルギー消費の動向
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発達すると、自動販売機の商品補充が必要かどう

か、携帯電話でチェックするシステムも可能にな

ります。このように、通信技術の発達は、エネル

ギー消費を大幅に削減する性質を本質的に備えて

いるのです。

もちろん、技術の発達でエネルギー消費が増大

する側面もあります。そこでITが本当に環境のた

めにプラスになるかどうかは、エネルギーの消費

量を総合的に見て判断しなくてはなりません。

そこでまず、トータルなエネルギー消費の変化

を考えるうえで、IT先進国アメリカと日本の実質

GDPとエネルギー消費の動向を見てみます（図

6）。

両国のエネルギー消費、実質GDPとも増加傾向

にありますが、４つのグラフのうちアメリカの実

質GDPの伸びが著しくなっています。そのた

め、下のグラフのようにGDP当たりのエネルギー

消費量の変化を表してみると、アメリカの方が顕

著にGDP当たりのエネルギー消費量が減っている

ことがわかります。

この要因のひとつとして、アメリカで1990年

代後半に本格化したIT革命が挙げられます。この

時期、アメリカではパソコンの世帯普及率が

50%、インターネット接続率が30%に達し、IT関

連産業が著しく発達しました。このことから、IT

＊エネルギー・地球気候変
動解決センター
Center for Energy and
Climate Solution



②の法人向け電子商取引は、これをメーカーや

小売店といった法人同士で行うもので、商談等の

人流、卸売関連のエネルギー消費、経理関連のエ

ネルギー消費の削減、それから物流の効率化が期

待されます（図9）。これによって削減されるエネル

ギーは同じく2010年で57.28PJで、全エネルギ

ーの0.4％です。

③の物資の電子化というのは、音楽やビデオを

メディア（ＣＤやＤＶＤ）を使って販売するのでは

なく、インターネットを使ってデータをそのまま

配信する例を考えるとわかりやすいと思います。

このように書籍、新聞、ビデオ、ＣＤ、パソコン

ソフトを「電子情報」として取引することによっ

て、メディアの製造や印刷、物流、在庫の管理が

不要となり、それに関わるエネルギー消費の削減

が期待されます。この効果によるエネルギーの削

減は32.27PJ、0.2％になります。

④の生産流通の管理は、①や②の電子商取引と

も関係がありますが、生産流通にインターネット

を利用することで、流通の効率化、物流の削減、

余剰生産の抑制を図ろうというものです。POS*

等の商品流通管理システムが、この生産流通の効

率化に当たります。これで200.20PJ、1.3％のエ

ネルギー削減になります。

⑤には、3つの要素があります。まず、在宅

勤務者の増加による交通機関利用の減少とオフィ

ス利用の減少。従来は出張しなければならなかっ

た遠隔地での会議を、TV会議で代用することによ

る、交通機関利用の減少。自動販売機の遠隔管理

による配送の効率化の3つです。これによって期待

されるエネルギー削減量は43.97PJ、0.3％にな

ります。

⑥は、自動車や電子機器などの部品調達にイン

ターネットによるリサイクル市場を利用するこ
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図7 ITの活用によるエネルギー消費削減

小売業�

＊�

＊BTOはBuild to Order （注文生産システム）�

図9 法人向け電子商取引の影響

図8 個人向け電子商取引の影響

＊POS
Point Of Sales（販売時
点情報処理）の略。何を何
個売ったかという単品管理
情報



＊VICS
Vehicle Information and
Communication Sys-
temの略。高度道路交通シ
ステム（ITS）の一環とし
て、今後、全国展開される
新しい道路交通情報通信シ
ステムのこと

＊個人のライフスタイルの
変化
例として、携帯電話の普及
で、テレビの視聴時間や自
動車に乗る時間が減少して
いる

ば、2010年におけるユーザー系、通信ネットワー

ク系等、ITに関する消費エネルギーは現在の約1.5

倍になると予想され、日本全体のエネルギー消費

量の1.1％に相当します。

ITのエネルギー消費削減効果

これでITに関するエネルギー消費量と削減効果

の比較をすることができます（図10）。

今試算した要素のほかに、通信技術によって個

人のライフスタイルが変化＊し、より電力を消費す

るアクティビティからより電力を使わないものへ

と移行していくことも考えられます。それらの要

素については今回は取り上げていません。

この試算によれば、IT革命によるエネルギー消

費の抑制効果は大きく、電力消費量の増加を見込

んでも、環境保全の面から考えると大きな効果を

見込めることがわかります。具体的な数字を挙げ

ると、2010年度、日本全体でエネルギー消費の

3.6％削減効果が期待されます。この値の削減効果

はIT利用に関するエネルギー消費量1.1％に比べて

かなり大きい値になっています。つまり現在進行

中のIT革命は、私たちの生活をより便利で快適な

ものにしてくれると同時に、私たちが暮らしてい

るこの地球環境への負荷を減らしてくれる、産業

革命などとはまったく性格の異なった革命だとい

えるでしょう。

このことによりNTTグループは、IT革命が地球

環境問題に大きな貢献ができるのではないか、と

考えます。そして、IT革命を実現させるために、

今後の情報流通をより「簡単」「高速」「便利」「安

心」「快適」にすることをめざして、今後よりいっ

そうの努力を続けたいと思っています。そしてそ

の努力は、現在人類が直面している地球環境問題

解決のために、かならず役に立つものであると確

信しています。
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結論：

NTTグループは事業運営上、大きな環境負荷

を与えており、環境負荷削減に努めなければ

ならない。

情報流通サービスは、世の中全体の環境負荷を

低減させることが期待できる。

そのためNTTグループは、環境負荷を低

減させる情報流通サービスの拡充に努める必要

がある。
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図10 ITによるエネルギー消費と削減効果（2010年度予測）

とで、部品生産のエネルギーを削減しようという

ものです。自動車の部品、電子機器、産業機械な

ど各分野にリサイクルが活用されると110.85PJ、

1.3％のエネルギー消費削減が期待されます。

最後の⑦は、主に自動車を利用した交通に関す

るものです。現在日本では、渋滞によって自動車

によるエネルギー消費の11%が無駄になっていま

す。これをVICS*によって道路渋滞の減少を図る

ことで、無駄に消費されているエネルギーの削減

が期待されます。インフラ整備や車載器の製造な

ど、エネルギー消費を増加させる要因もあります

が、全体では19.05PJ、0.1％のエネルギー消費が削

減されます。

以上7つの分野におけるエネルギー消費削減効果

をまとめると、日本全体で総エネルギー消費の

3.6％の削減になります（表2）。

電力消費量の予測

さて、ITによるエネルギー消費削減を評価する

ためには、一方の電力消費量の増加を予測し、増

加と削減の量を比べなければなりません。しかし、

電力消費量を予測するのは簡単ではありません。

それは、今後どのような情報流通の形態がどのく

らいの割合で伸びていくか予測することが難しく、

それによって電力消費量が大きく変わっていくか

らです。

ここでは仮に、日本のIT化が急速に進行し、光

ネットワークと携帯情報端末が広く普及したケー

スと、これまでのような速度で徐々にIT化が進む

ケースのふたつを想定し、その中間の値を取るこ

とで電力消費量を試算しました。その試算によれ



＊iモード
いろいろなサイトにアクセ
スできる携帯電話。メール
の送受信は1円からできる

＊mopera
メールや情報サービスが受
けられる携帯端末

＊電子公証システム
ネットワーク上での文書の
やりとりなどを第三者とし
て記録して証明するシステ
ム

NTTグループは、ITを活用したさまざまな活動を

通して、環境負荷低減のための取り組みを行ってい

ます。ここではその中でもとくに、前のページで取

り上げたテーマと関係の深いものをご紹介したいと

思います。

NTTの取り組みと環境への貢献

ここでご紹介するNTTグループの活動は、エネ

ルギー消費削減に役立つ7つの項目に関係の深いも

のです。すべての項目に当てはまるわけではあり

ませんが、私たちがIT革命の基盤づくりに力を入

れているだけではなく、ITを環境問題解決に役立

てるために活動している、その一面を知っていた

だけたらと思います（図１）。

NTTドコモのeビリング

これは、口座振替を利用されている携帯電話ご

契約者を対象にしたサービスです。従来は郵送に

よってお客さまに毎月届けていた「事前案内書兼

領収書」に代わり、インターネットを利用した照

会、お知らせを提供するサービスです。

サービスを希望するお客さまにはまず、eビリン

グに登録していただきます。そして、iモード＊、

mopera＊（情報端末）、インターネットでeビリン

グにログオンしていただき、暗証番号などを入力

すると、当月分のご請求金額をご覧いただくこと

ができます。また、ご登録いただいたお客さまに

は、メールにて請求額をお送りします。NTTドコ

モでは2000年４月よりこのサービスの受付を開始

し（iモード、moperaのみ）、10月よりインターネッ

トによる照会にも対応しました。2001年４月末日

現在、eビリングへの登録は50万人を超え、今後も

いっそう利用が広がることが予想されます。こう

した電子媒体による請求通知とバンキングシステ

ムが活用されることで、今後請求通知から決済に

いたるまで、トータルな電子決済の実現が可能に

なるのではないかと考えます。

電子入札

日本では2003年度までに電子政府の基盤を構築す

ることになっています。これに伴い、自治体のIT

化は今後ますます加速していくものと思われま

す。

それによって情報交換のオンライン化が進みペー

パーレス化が促進され、紙の原料となる資源の消

費を抑えることが可能になります。

サービスインテグレーション基盤研究所では、

この自治体業務のオンライン化のうち、入札の電

子化に着目しました（図2）。自治体の入札では、

入札参加申請書、入札書などの書類を使用します。

電子入札システムは、これらを入札サーバを用い

て電子化するとともに入札過程の記録を発注者と

入札参加者の間に介在する電子公証システム＊に取

得・保管させます。入札の電子化は書類を削減す

るばかりでなく、人の移動を減らすこともでき、

環境負荷軽減効果があります。

今後はさらにシステムを改良して、情報流通プ

ラットフォーム研究所のセキュリティ技術を生か

し、電子化の対象を電子申請などに拡大し、広く
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ITを活用して
環境問題に取り組んでいます
http://www.ntt.co.jp/kankyo/2001report/1/121.html

IT活用事例�

図２　電子入札システム

図1 IT技術の環境保全への適応
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＊iタウンページ
インターネットタウンペー
ジ。http://itp.ne.jp/

＊ナビゲーションの高度化
現在位置を示すだけでなく、
渋滞の回避や、周辺のさま
ざまな情報を伝えるような
発達

＊自動料金収受システム
有料道路の料金所をノン
ストップで通過できるシス
テム

＊安全運転支援
電波で誘導するなどで、運
転手の負担を減らすこと

自治体業務電子化に貢献していく予定です。

インターネットタウンページ

NTTグループでは、これまでの紙媒体を用いた

電話帳と平行してさらに、iタウンページ＊に代表

されるマルチメディア電話帳の開発などさまざま

な施策を行い、環境へ最大限の配慮をしています。

（図3）。

また、2001年度以降の本格展開に向け、東京23

区と大阪市の企業名のみ扱ったCD-ROMを試行作

成しました。現在のところ基本電話帳のオプショ

ンという段階で紙資源削減に対する成果は表れて

いませんが、将来の情報化社会に対応したサービ

スとして、紙資源の節減につながるのではないか、

と考えています。

工場のIT化

工場設備の保守には、保守要員が定期的に巡

回する定期保守と、保守要員が常時待機し障害発

生時に現場に駆けつける場合とがありますが、い

ずれも保守要員の移動が必要です。さらに障害発

生時には、交換部品の手配、搬入等物流面での頻

繁な移動の必要が生じます。こうした工場の保守

点検に必要なエネルギー消費を削減するためにサ

イバーソリューション研究所は、工場設備を遠隔

地から監視・保守するためのリモートメンテナン

スシステムの開発を進めています。

このシステムでは、設備のメンテナンスに必要

な運転履歴、センシング情報、監視画像情報、音

情報などを安全かつ確実に蓄積・配信します（図

4）。このシステムは2001年にプロトタイプを開発

し、実証実験を行う予定になっています。

テレビ会議

生活環境研究所では、映像と音声を送ることで

離れた場所にいる人と会議ができる「TV会議」を

題材にして、どれくらい環境負荷低減に貢献でき

るかシミュレーションを行いました。シミュレー

ションに使用した条件は以下のとおりです。

・過去1年間にNTT（持株会社）で行われたTV会

議の総数（1,657件）。

・会議時間を２時間と仮定し、TV会議に使われ

た機器の消費電力から環境負荷を算出。

・各地点から2人ずつ参加し、2時間の会議を行っ

た場合の各種交通機関の環境負荷を算出。

・出張会議とTV会議の環境負荷を比較・評価。

その結果、出張会議に比べてTV会議はCO2排出

量を約85％、エネルギー消費量を約74％削減でき

ることが明らかになりました。

高度道路交通システム(ITS)

NTTサービスインテグレーション基盤研究所で

は、高度道路交通システム(ITS=Intell igent

Transport Systems)の研究を通じ、人と車と道

路をネットワークで有機的に結びつけるシームレ

スなサービスの実現をめざしています。

一般にITSは、「ナビゲーションの高度化＊」「自

動料金収受システム＊」「安全運転支援＊」などの開

発分野から構成されています。NTTグループでは

このうち、携帯電話網を通じたカーナビゲーショ

ンシステム、駐車場やガソリンスタンドの位置な

どを提供するシステム、物流システムの構築（図5）、

駐車場予約システム、シミュレーターなどの研究

開発を行っています。
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図３　電話番号検索のIT化によるエネルギー削減効果

図４　工場のIT化

図５　物流システムの構築

特集｜NTTグループは、サービスと技術で環境問題に貢献します



＊固体高分子型燃料電池
Polymer Electrolyte Fuel
Cell。電解質に高分子膜を利
用。発電効率40％、作動温
度80℃。作動温度が低いた
め、起動・停止特性に優れ
る

＊コージェネレーション
ガスタービンやディーゼル
エンジンで発電の際に発生
する排熱を温水や冷暖房な
どの熱源として利用するシ
ステム

＊リン酸型燃料電池
(PAFC)
Phosphoric Acid Fuel
Cell。電解質にリン酸溶液
を使用。発電効率40％、作
動温度200℃。世界で100
台以上のシステムが稼働中
だが、価格低減が課題

＊固体酸化物型燃料電池
(SOFC)
Solid Oxide Fuel Cell。
電解質にセラミックを使用。
発電効率50～60％、作動
温度1,000℃。高温で稼働
するため熱利用が容易で効
率が高い

＊ピークカット運転
電力使用量の多いときだけ
運転して電力供給に当たる
方法

＊グリーン設計
23ページ参照
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NTTグループでは、さまざまな分野で環境保全に

役立つ活動をしています。R&Dの分野では、先端

技術を生かして環境に与える負荷の少ない設備やシ

ステムの開発に取り組んでいます。また、具体的な

数字には表れないものの、環境教育も未来を担う子

供たちの、環境への意識を高めるためにぜひとも必

要なものです。

R&Dで環境負荷を低減

固体高分子型燃料電池システム

2000年12月、NTTは荏原製作所および荏原バラ

ード社と協力して、次世代の燃料電池として注目

される固体高分子型燃料電池＊（以下PEFC）を用

いたコージェネレーション＊システムのフィールド

テストを開始しました。

燃料電池は、燃料のもっている化学エネルギー

を直接電気エネルギーに変換するものです。従来

の熱エネルギーを経由する発電方法と比べ、クリ

ーンで効率の高い発電装置として期待されていま

す。今回テストで使用しているPEFCは、リン酸

型＊や固体酸化物型＊と比べ作動温度が低く起動・

停止の切り替えが容易に行えます。そのため自動

車の動力源として、あるいは家庭用途の発電シス

テムとして広範な需要が見込まれ、次世代の燃料

電池として注目を集めています。また自動車に適

用できることから量産化が見込め、コストが急激

に下がると予測されています。

今回のテストは、武蔵野研究開発センタで

2000年12月から2年間行われる予定です。システム

としては、燃料電池で発電した電力をセンタ内に

供給するとともに、排熱を空調機で利用します

（図1）。コージェネレーションシステムとしては、

低温吸収冷凍機を含めたシステムの総合効率、長

期運用を通してシステムの安定性や保守性などを

評価します。さらに、PEFCの起動・停止特性を

生かしたピークカット運転＊など、多様な運転技

術を開発します。

このテストを通じて、CO2削減など、地球環境

に負荷をかけないクリーンな発電設備の導入に貢

献していくつもりです。

建物環境性能/投資シミュレーションシステム

建築分野の環境対策として、建物の計画段階か

ら建設・運用・改修・解体・廃棄の各段階で発生

する環境負荷を予測して、それらを低減するよう

に配慮する「グリーン設計＊」という手法は有効な

方法です。

そこでNTTファシリティーズでは、グリーン設

計の支援ツールとして、建物設計内容を取り入れ、

環境技術・環境対策の最適な組み合わせ方を、そ

の環境効果と投資対効果の視点から評価して繰返

し比較検討可能な「建物環境性能/投資シミュレー

ションシステム」を開発しました。

このシステムでは、建物に導入する環境技術や

環境対策の内容を選択して入力すると、１）環境

指標のデータ、２）環境技術導入ケースごとの比

較図、３）環境性と経済性の相関図、が出力され

るようになっています（図2）。

先端技術でR&Dを進め、
環境教育にも力を入れています
http://www.ntt.co.jp/kankyo/2001report/1/131.html
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図２　建物環境性能／投資評価シミュレーション

図1 コージェネレーションのシステム構成



＊GPS
Globa l  Pos i t ion ing
System。アメリカ国防総
省が開発したシステム。
24個の人工衛星から発せ
られる電波を基に、現在地
を確認できるシステムで、
カーナビゲーションで使わ
れている

＊IWATE・UNU・NTT
環境ネットワーク
岩手県、国連大学、NTTに
よる環境情報ネットワーク

情報流通技術を使った環境教育

WebAngelによる環境教育

学校においても環境問題を取り上げたさまざま

な授業が行われています。インターネット上には

環境問題についての数多くの情報があります。生

徒が自分でインターネットを利用して環境問題に

ついて調べながら考えをまとめていけば、理想的

な授業が行えます。しかし現実問題として、生徒

が自分でインターネット上を調べただけでは、欲

しい情報にたどり着けない、好ましくない情報に

ふれる心配がある、という問題があります。

NTTサイバーソリューション研究所では、生

徒がインターネット上で移動できる範囲を制限し

たり、移動の仕方を誘導できる「WebAngel」とい

うシステムを開発しました。

東京都三鷹市のN小学校5年生のクラスでは、

WebAngelを活用して2001年2～3月、「青い地球は

だれのもの？」という授業が行われました（写真1）。

酸性雨・大気汚染・砂漠化・ごみ問題がテーマと

して選ばれ、子供たちはWebAngelを通じてこれ

らのテーマについて調べ、調べた結果と自分の意

見をクラスで発表しました。

電子野帳

環境調査や野外観察などでデータを記録する

ためには、現在地を正確に知る必要があります。

地形図などを使って現在地を求めればよいのです

が、地図を読むことに不慣れな人や、小学生のよ

うな子供には難しく面倒な作業です。

NTT生活環境研究所は、携帯端末にGPS＊を組

み込んだ電子野帳と、入力したデータを地図上に

マッピングするシステムを開発しました。現在地

を正確に知るだけでなく、調査内容に合わせたデ

ータを入力できるソフトが組み込まれています。

たとえば川の水質調査の場合、観測地点に併せて

「河川の透明度」「流れの速さ」などのデータを入

力できるようになっていて、いわば電子化された

野帳（フィールドノート）の役割を果たします。

また得られたデータをサーバーに入力し、環境マ

ップを作成、公開することもできます。

従来、野外調査というと熟練した経験者の仕

事、と思われがちでしたが、この新しい電子野帳

を使えば、子供でも簡単に野外調査をすることが

できます。また、パソコンに興味をもっている子

供に、環境問題にも関心をもってもらう機会を提

供することができます。

桜開花調査

2002年から「総合的な学習の時間」の本格的な取

り組みが始まり、学校における環境学習が注目さ

ていているなか、「IWATE・UNU・NTT環境ネ

ットワーク＊共同プロジェクト」の一環として、イ

ンターネットを利用した「桜開花調査」が2000年春

に実施されました。この桜の調査には、岩手県内

の小学校74校、中学校26校、盲学校1校、養護学校

3校の、合わせて104校が参加し、4月10日から5月

31日まで調査を行いました。

子供たちの協力で集められたデータは、集計セ

ンターであるNTT東日本岩手支店エコロジー・コ

ミュニティ・プラザに送られてふるさと岩手の桜

前線マップとなり、ホームページで公開されまし

た（図3、4）。今後もさまざまな題材・素材にこの

ような技術を活用していきたいと思います。
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図４　桜開花調査のWebページ図3 桜開花一斉調査のデータの流れ

特集｜NTTグループは、サービスと技術で環境問題に貢献します

写真1 自分で選んだテーマについて調べる子供たち


